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在日代表よりご挨拶 

  平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

オーストラリア・ニュージーランド銀行在日支店をお選び頂きまして誠にありがとうございます。 

 日本は、オーストラリアおよびニュージーランド両国にとりまして主要な貿易相手国であり、当行にと

っても極めて重要な市場でございます。アジア太平洋地域における多国籍企業による貿易および資

本の流れを支援するという当行の基本戦略は、かつてないほど重要性を増しております。 

 私は、2025 年 11 月に日本における在日代表に就任いたしました。就任以降、多くの大切なお客さまとお会いする機会に恵ま

れてまいりました。今後も、ANZ が世界 29 市場に展開するグローバルネットワークを最大限に活用し、お客さまへのサービスのさらな

る向上に努めてまいります。また、当行が有する豊富な知見と市場洞察を活かし、お客さまの多様なニーズにお応えする付加価値の

高いソリューションの提供に尽力してまいります。 

 ANZ グループ全体の 2026 年度上半期の継続事業ベースでの営業収益は 112 億豪ドル、税引き後当期純利益は 37 億８

千万豪ドルとなりました。日本拠点が属する法人部門は 13 億５千万豪ドルの純利益を計上し、グループ全体の純利益の

35.6%を占めました。また、ANZ の資本基盤は引き続き堅固であり、普通株式等 Tier1 比率（国際基準ベース）は 18.4%を

維持しております。 

 在日支店の 2026 年度上半期におきましては、主にバランスシートのトレーディング取引、預け金利息の増加等により経常収益

は 528 億円（前年同期比 12.3%増）となりましたが、主に本支店からの資金調達費用増により経常利益は 16 億円（前年

同期比 40.4%減）となりました。 

 ANZ は 1969 年に日本で駐在員事務所を開設して以来、50 年以上にわたりアジアにおける事業展開を続けております。この長

きにわたる歴史と実績を礎に、日本市場は ANZ の海外戦略において今後も重要な拠点であり続けます。 

 法人部門は、グループ全体に対して多大な貢献を果たしております。アジア太平洋地域における強固なプレゼンスを背景に、域内

およびグローバルな貿易・資本の流れをサポートしております。日本におきましても、事業法人、金融機関、マーケッツビジネスを中心

に、今後も大きな成長機会が見込まれます。引き続き、日本企業、在日外国企業、金融機関のお客様の多様な金融ニーズにお

応えしてまいります。 

 今後とも、在日支店チームの専門性とグローバルネットワークの強みを最大限に活かし、日本のお客様のご期待にお応えすべく、よ

り一層の努力を重ねてまいる所存でございます。何卒、変わらぬご愛顧を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。 

 

 2026 年 6 月 

オーストラリア・ニュージーランド銀行 

在日代表 エンダー・タナー 
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オーストラリア・ニュージーランド銀行の概要 

日本における主な業務 

マーケット関連業務（金利、為替、コモディティーなどの店頭デリバティブ取引）、法人向け定期預金、仕組み預金等の資金取

引、コーポレートファイナンス、キャッシュマネジメント、貿易金融、サプライチェーンファイナンス、プロジェクトファイナンス、ECA ファイナン

ス、アセットファイナンス、レバレッジド・買収ファイナンス、サステナブルファイナンス、ローンシンジケーション     

 

沿革 

1835 年  Bank of Australasia として、英国で設立（英国の銀行法による） 

1951 年  Union Bank of Australia と合併し、現在の銀行名に改称 

1969 年  東京に駐在員事務所を開設 

1970 年  English, Scottish and Australian Bank と合併 

1977 年  本店所在地を英国からオーストラリア（メルボルン）に移転。名実ともに、オーストラリアの銀行となる 

1985 年  東京支店を開設し、日本での営業を開始 

1989 年  ニュージーランドの Post Bank Limited を買収、ニュージーランドでの営業基盤を拡大 

1990 年  大阪支店を開設し、西日本での営業基盤を拡大  

2003 年  The National Bank of New Zealand を買収 

2004 年  カンボジアにて Royal Group と資本提携、銀行を設立 

2006 年  中国 Tianjin City Commercial Bank に出資 

2007 年  
マレーシアの AMMB Holdings Berhad、中国上海農村商業銀行、ベトナムの Saigon Securities 

Incorporation、 

2009 年  

Royal Bank of Scotland の台湾、シンガポール、インドネシア等のリテール、プライベートバンキング、コマーシャル

部門の資産を買収、オーストラリア及びニュージーランドにおける資産運用・生命保険会社を子会社化、豪州の農

業部門の金融会社を買収 

2012 年 ニュージーランド現法 ANZ National Bank Limited を ANZ Bank New Zealand Limited に商号変更 

2013 年 ミャンマーに駐在員事務所を開設 

2015 年 創業 180 年を迎える。ミャンマー、仏パリに支店を開設し、タイに現地法人を設立 

2016 年 シンガポール、中国、香港、台湾、インドネシアのリテール部門を DBS に売却 

2017 年 
中国上海農村商業銀行の 20%持分売却、ベトナムのリテール部門を新韓銀行へ売却、豪州の年金ファンド、

生保ビジネスを売却 

2018 年  

日本に ANZ証券株式会社を設立。フィリピン、ラオスのリテール部門を閉鎖、パブアニューギニアのリテール部門を

Kina Bank に、ANZ Royal Bank (Cambodia)の 55%の持分を J Trust に、OnePath Life NZ 

Limited を Cigna Corporation に売却 

2019 年  日本に拠点を築いて 50周年を迎える 

2020 年 ニュージーランドのノンバンク UDC Finance を新生銀行に売却 

2022 年  豪州のサンコープ銀行の買収予定を発表、日本のリテール業務閉鎖を発表、大阪支店を閉鎖 

2023 年  持株会社に移行 

2024 年 豪ブリズベン拠点のサンコープ銀行の買収完了 
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行員数： グループ全体で 41,205 名（2026 年 3 月末現在） 

 

    

格付け: 

（2026 年 5 月末現在） 

長期社債格付 Aa2 （ムーディーズ） 

AA-（スタンダード・プアーズ） 

 短期社債格付 P-1（ムーディーズ） 

A1+（スタンダード・プアーズ） 

 

自己資本比率: 普通株式等 Tier1比率 12.4% （国際統一基準ベース 18.4%） 

（豪州当局ベース） Tier1比率 14.0% （国際統一基準ベース 20.5%）      

（26 年３月末） Tier1+Tier2比率 21.2%  （国際統一基準ベース 30.0%） 
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ANZ 2026年度半期決算・中間配当案 
 

2026年 5月 1日発表プレス・リリースより 

 

• ANZ は、2026 年 3 月 31日終了の上半期（26 年度上半期）について 1 、税引後当期純利益が 36 億 5,000万豪ド

ル、継続事業ベースの当期利益 2が 37 億 8,000 万豪ドルとなったことを発表しました。 

• 継続事業ベースの当期利益は、2025 年 9 月 30 日終了の事業年度下半期比で 70%増となりました。2025 年度下半期

の重要項目の影響を除くと、継続事業ベースの当期利益は 14%増でした。有形自己資本利益率（RoTE）は 161 ベーシ

スポイント増の 11.6%となりました。 

• ANZ の 2026 年 3 月 31 日時点の普通株等 Tier 1 比率（CET1 比率）は 2025 年 9 月 30 日時点から 36 ベーシス

ポイント増の 12.39%でした。 

 

1) 別段の記載がない限り、(i) 2026 年度上半期（1H26）の財務実績は継続事業ベースの調整後利益ベースで表示しており、(ii) 業績比較は特別

項目の影響を除いた 2025年度下半期（2H25）との比較で行っています。2H25 の特別項目に関する詳細については、ANZ Group Holdings 

Limited（ANZGHL）の 2026 年度上半期（1H26）連結財務報告書、配当発表資料および Appendix 4Dの 12ページをご参照ください。こ

れらの資料は ANZ 株主向けウェブサイトで入手いただけます。 

2) 継続事業ベースの当期利益には ANZ グループの決算発表で発表した当期純利益に含まれる非中核項目は含まれていません。グループ全体の継続的

な事業活動の結果が分かるように提示しています。当期純利益と継続事業ベースの当期利益の説明および、両者の調整については、ANZGHL2026

年度上期連結財務報告書、配当発表資料および Appendix4Dの 70ページをご参照下さい。 

 

CEOのコメント 

 

ANZ 最高経営責任者（CEO）であるヌノ・マトスは、次のように述べています。 

 「今回の上半期決算は、3 つのことを示しています。第一に、当社の変革はスピード感をもって進んでおり、5 つの当面の優先課題

の実行について、安全性、持続可能性、期限遵守のいずれの面でも着実に前進しているということです。 

 

第二に、それと並行して、当社は ANZ 2030 の戦略的施策に沿った投資を進めており、それによって顧客への提供価値を高め、

成長を加速させ、2027 年以降に市場を上回る成果を実現しようとしているということです。 

 

第三に、重要な点として、当社はすでに株主の皆さまに対して、大幅に改善したリターンを提供し始めているということです。 

当上半期の継続事業ベースの当期利益は 37 億 8,000 万豪ドルとなり、重要項目を除けば前半期比で 14%増加しました。こ

れは、当社が事業を簡素化し、重複を削減し、長年にわたる規制上の案件に決着をつけたことによるものです。重要なのは、2025

年度下半期と比べて、主要な財務指標のすべてにおいて改善が見られたことです。これには、11.6%に上昇した有形自己資本利

益率と、49.4%となった費用収益比率が含まれます。配当控除率が 70%から 75%へ上昇した 1 株当たり 83 セントの中間配

当は、オーストラリア地域における業績改善に支えられたものです。 

 

当社の法人部門およびニュージーランド部門は引き続き良好な業績を上げました。一方で、戦略に沿って、オーストラリアのリテール

部門およびビジネス・プライベートバンク部門の変革も進行しています。貸出残高と預金は緩やかに増加しましたが、競争が激しい環

境の中でも、積極的なマージン管理により、当上半期のマージンは安定的に維持されました。 

 

また、当社は 5 つの当面の優先課題について、スピード感をもって着実な進展を遂げてきました。経営陣を刷新し、新たな企業価

値の導入によって企業文化の立て直しに着手しました。また、サンコープ銀行の統合加速と、ANZ の単一お客さまフロントエンドの実
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現に向けても順調に進んでいます。さらに、重複の削減と銀行全体の簡素化において大きく前進するとともに、非財務リスク管理の

改善についても引き続き進展しています。これらの取り組みは、成長に向けた初期投資と相まって、お客さま体験と収益成長を大幅

に改善する戦略の第 2 段階に向けた強固な基盤を築いています。 

 

この取り組みを進める中で、当社を取り巻く世界はますます複雑さを増しています。オーストラリアで最も国際性の高い銀行として、当

社は世界の動向を最前列で見ています。この危機がもたらし得る影響の多くは、なおこれから現れてくるものですが、原油供給の制

約が長引くほど、この危機が主としてインフレの課題である段階から、供給と成長の課題という性格をより強く帯びる可能性が高まりま

す。 

 

当社のお客さまは、世界がより複雑になっていることを理解しています。法人のお客さまは、ショックに備え、資本と流動性を積み増

し、柔軟性を維持し、サプライチェーンの強靭性を高めてきました。そのため、お客さま全体の借入行動に重大な変化は見られていま

せん。 

 

同様に、オーストラリアおよびニュージーランドの家計部門は、概して健全なバランスシートと厚い貯蓄の緩衝材を備えた状態でこの局

面に入りました。新たに返済困難に陥るお客さまや支援を受けるお客さまが大幅に増加している状況は見られていません。ただし、一

部の個人や企業がこうした厳しい状況への対応を迫られていることは認識しています。支援を必要とする可能性のあるお客さまには、

当社へご連絡いただくようお願いしています。 

 

現在の危機が ANZ の信用力、資本、流動性の状況に与えた影響は、これまでのところ限定的です。高度に分散された事業構造

を持ち、資本活用の最適化を図り、トランザクション・バンキングに注力する事業として、ANZ は強固なバランスシートと深い顧客関

係を備えた状態でこの局面に入りました。これは、不確実性の高い局面に適応し、リスクを管理し、お客さまを支援する機会を見出

すことができることを意味します。 

 

もっとも、状況は引き続き流動的であり、当社はさまざまな結果を想定して備えています。外部環境におけるリスクの高まりを反映し

て、当社は一般貸倒引当金を積み増しており、カバレッジ比率は 4 ベーシスポイント上昇しました。今後も状況を注意深く見守って

いきます。 

 

本日、当社は 11 月に公表した報告書に続き、非財務リスク管理の実施およびリスク文化の改善に関する ANZ の進捗を確認す

る Promontory による初の独立保証報告書も公表しました。当社は重要な前進を遂げており、引き続き実務水準を引き上げて

いくことが重要な優先課題です。 

 

本日発表した今回の決算は、銀行を立て直すための当社の取り組みが機能していることを示していますが、まだ取り組むべきことは

残っています。今後も、オーストラリアおよびニュージーランドにおいて、お客さまと株主にとって最良の銀行となるための 5 年間の歩み

を進める中で、ANZ 2030 戦略の実行に引き続き注力していきます。」  

 

ANZ2030戦略における５つの重要優先事項の進捗状況 

 

1. 新しいリーダーシップチームの定着と企業カルチャー改革の推進 

新たな経営委員会および企業価値観（Corporate Values）を導入済み。 

2. サンコープ銀行統合の加速による価値創出 

サンコープ銀行顧客を ANZ へ安全かつ確実に移行する計画は順調に進捗しており、2027年 6 月までの完了を予定。 

3. シングル・カスタマー・フロントエンドの提供加速 

（豪）リテールおよびスモールビジネス顧客向けの展開は順調に進捗しており、2027 年 9 月までの提供完了を予定。 
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4. 重複の排除と組織の簡素化 

削減対象として発表された 3,500 ポジションのうち、2026 年 4 月末時点で 78％3の削減を完了。 

5. 非財務リスク管理の強化によるレジリエンス向上  

Root Cause Remediation Plan（根本原因改善計画）の実施は計画通り進捗中。 

3）2025 年 4月 1 日から 2026 年４月 30 日までの FTE ベースで算出 

 

クレジット・クオリティ 

 

• ポートフォリオ損失は引き続き低水準にとどまっており、全体として信用の質が引き続き良好であること、ならびに当上半期におけ

る中東紛争の影響が限定的であったことを反映しています。 

• 2026 年度上半期（1H26）の個別引当金（IP）計上額は 1 億 4,800 万豪ドルで、2025 年度下半期（2H25）比

で 2,000 万豪ドル減少しました。これは年率換算で 4 ベーシスポイントの IP損失率に相当し、2025 年度通期（FY25）の

水準と整合しています。 

• 中東における紛争は経済の不確実性を一段と高めており、成長率の低下、インフレ率の上昇、金利上昇が見込まれる中で、一

部のお客さまにとっては厳しい環境となる可能性があります。 

• 当上半期には 1 億 2,600 万豪ドルの一般引当金を計上しました。この中には、中東紛争による潜在的な影響に備えた 1 億

7,500 万豪ドルの計上が含まれており、一方で、ポートフォリオの基礎的な信用の質の改善がその一部を相殺しました。 

• 一般引当金残高は 44 億 5,000 万豪ドルに増加し、集合引当金残高の信用リスク加重資産に対する比率は、2025 年 9

月 30 日時点から 4 ベーシスポイント上昇して 1.22%となりました。 

• 不良債権エクスポージャーの総与信エクスポージャーに対する比率は、2026 年 3 月 31 日時点で 0.55%となり、2025 年 9

月 30 日時点の 0.57%から 2 ベーシスポイント低下しました。 

 

資本、資金調達、流動性および配当 

 

• オーストラリア・アンド・ニュージーランド・バンキング・グループ・リミテッド（ANZBGL。子会社と合わせて ANZBGL グループ）のレ

ベル 2 普通株等 Tier 1 比率は、2026 年 3 月 31 日時点で 12.39%でした。2025 年 9 月 30 日時点の 12.03%から

の上昇には、2025 年 10 月に公表した通り、残存する約 8 億豪ドルの自己株式買戻しの中止により生じた資本を含む、余

剰資本の ANZBGL への還元に加え、2025 年度期末配当に適用された割引付き配当再投資プラン（DRP）の利用が含ま

れています。 

• 取締役会は、2026 年度中間配当として 1 株当たり 83 セントを提案しました。配当控除率は、オーストラリア地域における業

績改善を背景に、70%から 75%へ上昇しました。 

• 現在の資本水準は適切であると考えています。このため、中間配当に係る配当再投資プラン（DRP）には割引は適用されず、

今後は市場での株式取得を通じて中立化されます。当社は、将来の DRP についても引き続き中立化していく意向です。 

• 2026 年度上半期の流動性比率はおおむね安定的に推移しており、平均流動性カバレッジ比率は 132%、2026 年 3 月

31 日時点の安定調達比率（NSFR）は 115%で、いずれも規制上の最低水準を大きく上回りました。 

• 2026 年度上半期には、ANZBGL グループ全体で 155 億豪ドルの長期ホールセール債務が発行されました。 

 

ヌノ・マトスを含む役員による業績発表は、bluenotes.anz.com にて視聴頂けます。 

 

メディアからのお問い合わせ：  投資家・アナリストからのお問い合わせ： 

Lachlan McNaughton Tel: +61 (0)457 494 414  Kylie Bundrock Tel: +61 (0)403 738 809 
Siobhan Jordan Tel: +61 (0)403 988 326  Cameron Davis Tel: +61 (0)421 613 819 
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ANZグループ・ホールディングス・リミテッド 

 

グループ全体の決算 

 

貸借対照表  

百万豪ドル 

2026.3 

（中間） 

2025.9 

（決算） 

2025.3 

（中間） 

資産    

現金及び預け金 181,932  178,605  202,016  

有価証券等 215,804  213,941  201,122  

貸出金及び支払承諾 821,777  829,456  820,202  

その他資産 94,292  75,106  79,269  

資産合計 1,313,805  1,297,108  1,302,609  

負債    

現金預り金 32,370  31,144  16,085  

預金等 960,422  955,064  972,219  

借入金等 160,480  169,274  169,555  

その他負債 88,777  69,759  72,419  

負債合計 1,242,049  1,225,241  1,230,278  

資本計 71,756  71,867  72,331  

 

損益計算書 

百万豪ドル 

2026.3 

（中間） 

2025.9 

（決算） 

2025.3 

（中間） 

資金運用収益 8,888  9,092  8,869  

その他業務収益 2,316  1,812  2,126  

営業費用 (5,534) (7,138) (5,742) 

税金、引当金、特別損益等調整前

の業務収益 
1,313,805  1,297,108  1,302,609  

貸倒引当金繰入額 (274) (296) (145) 

法人税 (1,596) (1,231) (1,519) 

その他 (20) (20) (21) 

調整後利益 3,780  2,219  3,568  
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大株主（2026年 3月末現在） 

 

  株主 所有株式数 ％ 

1 HSBC ｶｽﾄﾃﾞｨｰ ﾉﾐﾆｰｽﾞ (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
HSBC Custody Nominees (Australia) Limited 

905,117,718 30.03 

2 JP ﾓﾙｶﾞﾝ ﾉﾐﾆｰｽﾞ ｵｰｽﾄﾗﾘｱ ﾋﾟｰﾃｨｰﾜｲ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
JP Morgan Nominees Australia Pty Limited 

425,582,169 14.12 

3 ｼﾃｨｰｺｰﾌﾟ ﾉﾐﾆｰｽﾞ ﾋﾟｰﾃｨｰﾜｲ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
Citicorp Nominees Pty Limited 

369,671,781 12.26 

4 BNP ﾊﾟﾘﾊﾞ ｴﾇｵｰｴﾑｴｽ ﾋﾟｰﾃｨｰﾜｲ ｴﾙﾃｨｰﾃﾞｨｰ 
BNP Paribas Noms Pty Ltd 

81,770,797 2.71 

5 BNP ﾊﾟﾘﾊﾞ ﾉﾐﾆｰｽﾞ ﾋﾟｰﾃｨｰﾜｲ ｴﾙﾃｨｰﾃﾞｨｰ<Agency Lending A/C> 
BNP Paribas Nominees Pty Ltd <Agency Lending A/C> 

56,091,716 1.86 

6 HSBC ｶｽﾄﾃﾞｨｰ ﾉﾐﾆｰｽﾞ (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) ﾘﾐﾃｯﾄﾞ<Nt-Comnwlth Super Corp A/C> 
HSBC Custody Nominees (Australia) Limited <Nt-Comnwlth Super Corp A/C> 

21,363,308 0.71 

7 BNP ﾊﾟﾘﾊﾞ ﾉﾐﾆｰｽﾞ ﾋﾟｰﾃｨｰﾜｲ ｴﾙﾃｨｰﾃﾞｨｰ<Hub24 Custodial Serv Ltd> 
BNP Paribas Nominees Pty Ltd <Hub24 Custodial Serv Ltd> 

18,383,896 0.61 

8 ﾈｯﾄｳｪﾙｽ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ<Wrap Services A/C> 
Netwealth Investments Limited <Wrap Services A/C> 

16,987,715 0.56 

9 ｼﾃｨｰｺｰﾌﾟ ﾉﾐﾆｰｽﾞ ﾋﾟｰﾃｨｰﾜｲ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ<Colonial First State Inv A/C> 
Citicorp Nominees Pty Limited <Colonial First State Inv A/C> 

11,853,201 0.39 

10 ｱﾙｺﾞ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾂ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
Argo Investments Limited 

8,015,275 0.27 

11 BNP ﾊﾟﾘﾊﾞ ｴﾇｵｰｴﾑｴｽ ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ ｴﾙﾃｨｰﾃﾞｨｰ 
BNP Paribas Noms (NZ) Ltd 

7,895,906 0.26 

12 ｵｰｽﾄﾗﾘｱﾝ ﾌｧｳﾝﾃﾞｰｼｮﾝ ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
Australian Foundation Investment Company Limited 

7,415,000 0.25 

13 HSBC ｶｽﾄﾃﾞｨｰ ﾉﾐﾆｰｽﾞ (ｵｰｽﾄﾗﾘｱ) ﾘﾐﾃｯﾄﾞ 
HSBC Custody Nominees (Australia) Limited 

6,338,560 0.21 

14 IOOF ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄﾏﾈｯｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｼｽﾞ ﾘﾐﾃｯﾄﾞ<IPS Superfund A/C> 
IOOF Investment Services Limited <IPS Superfund A/C> 

5,613,513 0.19 

15 ﾐｭｰﾁｭｱﾙ ﾄﾗｽﾄ ﾋﾟｰﾃｨｰﾜｲ ｴﾙﾃｨｰﾃﾞｨｰ 
Mutual Trust Pty Ltd 

4,796,222 0.16 
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オーストラリア・ニュージーランド銀行  

在日支店 

 

貸借対照表 

百万円 2026.3 2025.9 2025.3  2026.3 2025.9 2025.3 

現金預け金 3,438,948  2,494,912  2,694,382  預金 986,542  848,541  784,688  

コールローン -  -  -  譲渡性預金 -  -  -  

買現先勘定 395,836  -  -  コールマネー -  4,126  -  

債券貸借取引

支払保証金 
-  -  -  売現先勘定 -  -  -  

買入手形 -  -  -  
債券貸借取引受入担

保金 
-  -  -  

買入金銭債権 6,563  4,378  -  売渡手形 -  -  -  

商品有価証券 -  -  -  コマーシャル・ペーパー -  -  -  

金銭の信託 -  -  -  借用金 -  -  -  

有価証券 *2 33,557  13,962  13,997  外国為替 -  -  -  

貸出金 *1 195,291  164,295  181,441  その他負債 239,672  148,048  165,096  

外国為替 5,737  3,964  4,713  賞与引当金 174  351  186  

その他資産 247,312  144,846  145,724  退職給付引当金 -  -  -  

有形固定資産  187  220  251  事業構造改善引当金 -  24  89  

無形固定資産 -  -  -  その他の引当金 118  198  110  

前払年金費用 -  -  74  特別法上の引当金 -  -  -  

繰延税金資産 1,133  1,012  1,030  繰延税金負債 -  -  -  

支払承諾見返 19,206  19,350  17,077  支払承諾 19,206  19,350  17,077  

貸倒引当金 △873  △745  △890  本支店勘定 3,270,860  2,012,829  2,364,394  

本支店勘定 190,205  202,905  291,079  小         計 4,516,575  3,033,471  3,331,643  

       持込資本金 2,000  2,000  2,000  

       繰越利益剰余金 15,508  14,356  15,938  

       
その他有価証券評価

差額金 
△975  △723  △700  

       繰延ヘッジ損益 -  -  -  

       土地再評価差額金 -  -  -  

資産合計 4,533,108  3,049,104  3,348,881  合計 4,533,108  3,049,104  3,348,881  

 

(注） 

1.  貸出金のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権、及び貸出条件緩和債権 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権：該当なし／危険債権：該当なし／三月以上延滞債権：該当なし／貸出条件緩和債権：該当なし 

２．担保に供されている資産 有価証券   33,557 百万円 
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「財務諸表の正確性、内部監査の有効性についての経営者責任の明確化について(要請)」(平成 17 年 10 月 7 日付金監第

2835 号）に基づく、当行在日支店の財務諸表の正確性、及び 財務諸表作成に係る内部監査の有効性に関する責任者の確

認書は下記のとおりです。 

確認書 

                                                    2026 年 6 月 30 日 

                 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ･ｱﾝﾄﾞ･ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ･ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ（銀行） 

                                   在日支店 在日代表  

エンダー・タナー 

 

私は、当行在日支店の 2025 年 10 月 1 日から 2026年 3 月 30 日までの会計期間に係る財務諸表に記載した事項について

確認したところ、私の知る限りにおいて、全ての重要な点において虚偽の記載及び記載すべき事項の記載漏れはありません。 

財務諸表の作成に当たって、その業務分担と所管部署が明確化されており、所管部署において適切に業務を遂行する体制を整

備し、財務諸表の適正性を確保しております。 

 

損益計算書 

百万円 2026.3 

（中間） 

2025.9 

（決算） 

2025.3 

（中間） 

経常収益 52,853  95,528  47,069  

  資金運用収益 14,333  19,463  8,510  

  (うち貸出金利息) (2,819) (5,423) (2,576) 

  (うち有価証券利息配当金) (60) (14) (7) 

  役務取引等収益 449  743  453  

  その他業務収益 38,069  75,319  38,105  

  その他経常収益 1  1  -  

経常費用 51,187  92,127  44,273  

  資金調達費用 49,193  88,214  42,137  

  (うち預金利息) (5,615) (13,356) (6,449) 

  役務取引等費用 108  211  100  

  その他業務費用 117  34  -  

  営業経費 1,640  3,522  1,746  

  その他経常費用 127  143  288  

経常利益 1,666  3,401  2,796  

特別利益 9  -  -  

特別損失 0  91  -  

税引前純利益 1,675  3,310  2,796  

法人税、住民税及び事業税 534  1,048  981  

過年度法人税等 -  -  -  

法人税等調整額 △10  △77  △105  

法人税等合計 524  971  875  

当期純利益 1,151  2,338  1,920  
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事業の概況 

• 当期の在日支店 2026 年度上半期の業績は、経常収益が前期比 12.3％増の 528 億円となりました。主な増加要因とし

ては、金利引き上げ等により預け金利息が前期比 50 億円の増加とバランスシート関連取引の増加等を背景に買現先利息で

5 億円の増加となりました。一方、経常費用は前期比 15.6％増の 511 憶円となりました。これは金利上昇を背景にバランス

シート関連取引の増加等により、本支店からの資金調達費用が 70 億円の増加となりましたがコスト管理の徹底により営業経

費は前期比 1 億円の減少となりました。これらの結果、経常利益は前期比 40.4％減の 16 億円となりました。 

•  2018 年 8 月から ANZ 証券株式会社が開業しており、ファイヤーウォール、利益相反などに留意した内部管理体制のもと、

銀行、証券にわたる総合的なサービスを提供できる体制を構築しております。 

• 在日支店のビジョンは、日本とアジア太平洋地域間の貿易と資本移動に携わるお客さまにとってベストバンクになることです。日

系企業や金融法人の事業拡大を支える為に、クロスボーダーのつながりや専門性を強みに、お客さまにカスタマイズされたソリュー

ションを提供し、これまで以上にお客さまのニーズにお応えするため機能の拡大に努めております。法人事業に関しては、日本の

機関投資家、金融法人の需要を捉えるためにもマーケッツ本部の機能拡充に向け投資を進めております。幅広い顧客ニーズを

取り込み、マーケッツ事業、コーポレート・ファイナンス事業を引き続き日本における収益の柱として業務を推進して参ります。 

 

営業の取り組み 

法人向け業務 

• 事業法人（大企業向け）・金融法人のお客さまに様々な金融サービスをご提供しております。 

• ANZ は、日本で 1969 年から営業を展開し、幅広い法人業務を提供しております。強固な財務基盤に基づく高い信用格付と

幅広いグローバルネットワークを有し、資源国オーストラリアの強みを生かしたサービスを展開しています。弊行は、中核市場である

オーストラリア・ニュージーランド以外にアジア地域、太平洋地域に強みを持ち、事業法人や金融法人のお客さまのご要望やニー

ズにお応えするために、ソリューションを重視したスペシャリストチームと共に、価値あるサービスを提供しております。 

 

事業法人（大企業向け）のお客さまに対して 

• 経験豊富なバンカーが、日本及び海外で事業を展開している国際的な企業のニーズを包括的に把握し、様々な金融サービス

をご提供しております。また、日系取引先企業の海外進出先での円滑な取引を支援しております。 

• ANZ は、業界知見をもとに、下記の幅広い産業のお客さまに幅広い商品・サービスを提供しております。 

天然資源、エネルギー、インフラストラクチャー、ユーティリティー（ガス・電力、水、交通など）、公共事業（PPP）／自動車、

電機、その他製造業／通信・コミュニケーション／消費財・サービス業／アグリビジネス（農業） 

 

金融法人のお客さまに対して 

• 各国の市場で蓄積した専門知識および金融リスクヘッジ、運用アドバイス、資金の流動性ならびに決済などの解決方法を、金

融法人のお客さまのニーズに合わせて提案しております。 

• 日本においては、銀行、証券、保険、ノンバンクを含む金融機関のお客さまに対して、様々な商品・サービスを提供しております。

また、グローバルに業務を展開される金融機関に対しては、弊行のグローバルネットワークを利用して総合的な金融サービスを提

供し、新興国市場においても、ネットワークを強みに、お客さまのビジネスが成功するようサポートをし、新興国の現地通貨も含め

た外貨関連業務も提供しております。 
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コーポレートファイナンス 

• タームローン、コミットメントライン、マルチ・カレンシー・ファシリティー等、法人のお客さまの要望に応えてきめ細かく対応しておりま

す。 

• プロジェクトファイナンス、ECA ファイナンス、アセットファイナンス、レバレッジド・買収ファイナンス、サステナブルファイナンス：弊行は

プロジェクトファイナンス業務で長い歴史と豊富な実績を誇っております。日本企業の海外案件の資金調達において、日本のお

客さまに様々なファイナンスを提案させて頂いております。国際協力銀行（JBIC）や日本貿易保険（NEXI）をはじめ、アジア

や欧米の輸出信用機関との協働実績も豊富にあります。グローバルネットワークを駆使し、資源エネルギー、電力、インフラ、運

輸・交通、製造施設等の事業に対して、専門的かつ先進的なファイナンスソリューションを提供しております。 

• ローンシンジケーション：シンジケート・ローンの組成、本邦投資家向け貸出債権のプレースメントを行っております。 

 

トランザクションバンキング 

• 定期預金、国内・海外送金、インターネットバンキング等：法人のお客さまの様々なニーズに合わせて、円、米ドル、豪ドルをは

じめとした主要通貨建での資金運用の他、送金サービス、ウェブベースでのインターネットバンキング等をご提供しております。 

• サプライチェーンファイナンス：グローバルにサプライチェーンを構築し事業展開されているお客さまの運転資本やバランスシートの一

層の効率化をご提案いたします。運転資本の非固定化は、事業活動のフレキシビリティを向上させる手段も生み出します。クロ

スボーダー取引を含めて、サプライチェーンファイナンスの導入を進める企業が増加する中で、お客さまの課題に応じたスキーム立

案・案件組成・ドキュメンテーション等を迅速に進めてまいります。 

• トレードファイナンス（輸出手形買取、輸出信用状の確認、フォーフェイティング、輸入金融等）：輸出入に関する様々なご要

望には、貿易金融チームが敏速、柔軟にお応えいたします。特にアジア太平洋地域では強いネットワークを有しており、これら地

域に関連した輸出入ファイナンス、信用状確認、トレードローン業務を通じて、お客さまの事業活動に対し、柔軟にソリューション

を提供してまいります。 

• 入札保証、契約履行保証等の銀行保証ならびに新興国通貨送金等：幅広いネットワーク、専門知識及び強固な財務基盤

を有する弊行は、オーストラリア、ニュージーランド、太平洋諸国のみならずアジア各国において政府開発援助や民間プロジェクト

を手がける日本企業に対し、入札保証・履行保証状等の発行、日本から直接現地通貨建送金などのアレンジなどを行っており

ます。また、太平洋地域向けの通貨の送金等にも強みがあります。 

 

マーケッツ業務 

• マーケッツプロダクト：ANZ は、AA の格付けおよび堅固なバランスシートを背景に、金利、為替、コモディティー、クレジット等のア

セットクラスに関して、投資戦略、ヘッジ、およびファンディングにわたるソリューションの提供を行っております。G10 などの主要国は

もとより、特に、ホームマーケットであるオーストラリア、ニュージーランド、アジアマーケットに関しては、リサーチ、トレーディングの質な

ど同業他社を凌ぐサービスのご提供をさせて頂いております。 

• 債券・金利商品：ANZ はオーストラリア、ニュージーランド、アジアにおける債券市場における主要プレーヤーであることはもとよ

り、メジャー市場においても外国債、IRS や通貨スワップなどの金利デリバティブの提供を行なっております。また ANZ はクレジット

市場において、オーストラリア、ニュージーランドそしてアジア地域での強固なネットワークを生かし、公募債形式のみならず私募債

形式、証券化商品といったストラクチャード・ファイナンスにおいてもテーラーメイド型のソリューション、サービスを機関投資家のお客

様のニーズにこたえるべく提供しております。オーストラリアをホームマーケットとする金融機関としての強みを生かし、同地域の市場

及び投資機会へのアクセスを積極的にサポートいたします。また引受に関しても ANZ はオーストラリア、ニュージーランドにおける

引受ランキングで常に上位に位置しています。グローバルにソブリン、国際機関、金融機関（自社債を含む）及びコーポレートの

資金調達、財務戦略をサポートしており、主に強みとするアジア太平洋地域の発行市場へのアクセスを提供しております。 

• 外国為替 ＊1：主要通貨におけるスポット・フォワード取引、アジア・エマージング市場での NDF取引に加え、エキゾチックを含

めたオプションなどの提供を行なっており、マーケット環境および顧客の個別ニーズに合わせた、ヘッジ戦略などのソリューションのご

提供を行っております。45 年以上の実績に基づいた、定期的にご提供させて頂いているオーストラリア、ニュージーランド、および
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アジアでの諸国のマクロ経済・通貨・金利・クレジット等に関連すニュースやその分析レポートは、その質及び量ともにお客さまにご

好評を頂いております。 

• コモディティ：ANZ のコモディティーにおける強みは、ホームマーケットであるオーストラリアという世界有数の資源国における生産者

サイドのフロー、およびその大消費国であるアジアの動向の双方向を把握していることにあります。資源国のメジャーバンクとしての

長年の実績を背景に、コモディティ関連のリサーチにも高い評価を頂いており、エネルギー、貴金属等のデリバティブなどに関するア

クセスをサポートいたします。 

• 商品開発：外国為替、金利、コモディティにおけるトレーディング能力を基に、より顧客の個別ニーズに合わせたカスタマイズのソリ

ューション提案を可能にすべく、商品開発に特化したチームを配置しております。商品開発チームは東京の他、シドニー、シンガポ

ール、香港などアジアの各拠点に配置されており、アジアの各市場におけるソリューション提案のノウハウを豊富に蓄積し、またアジ

アの各市場における最新のトピックに準じた商品を提案できるよう、日々活発な情報交換を行っております。東京では特に昨今、

日本の低金利環境を背景とした、外貨での運用商品、およびその円ヘッジ戦略、ならび外貨調達に関する需要が高まっているこ

とを踏まえ、これらに関する顧客のニーズに柔軟に対応できるよう、各種商品ラインナップを取り揃えております。 

 

1: オーストラリア・ニュージーランド銀行東京支店を通じて行っています。 

 

個人のお客さま向け案内 

• パーソナルバンキング業務終了に伴い、個人のお客さま向けの新規販売は全て終了しており、お預かりしている資金の返還のみ

を行っております。返金手続きにつきましては、下記ホームページをご参照お願い致します。 

https://www.anz.com/institutional/global/japan/jpn/retail-closure/ 

 

  

https://www.anz.com/institutional/global/japan/jpn/retail-closure/
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グローバルネットワーク 

ANZ はオセアニアを越えてアジア太平洋地域、欧州・アメリカ地域の 30 近い国・地域で展開しています。世界に広がるお客さまの

ご要望にお応えするため、オセアニア・アジア各地でお客さまに対応いたします。専門性と幅広いネットワークを活かし、お客さまに適す

る商品、機会、ネットワークを提案し、お客さまの成功をサポート致します。 

 

オセアニア地域：  オーストラリア、ニュージーランド  

アジア地域： 日本、中国、香港、韓国、台湾、シンガポール、インドネシア、ベトナム、タイ、ラオス、フィリピ

ン、マレーシア、インド 

太平洋地域： フィジー、キリバス、パプアニューギニア、サモア、ソロモン諸島、東ティモール、トンガ、バヌアツ、

クック諸島 

欧州・アメリカ、その他: 米国、イギリス、ドイツ、フランス、アラブ首長国連邦  

 

 

コンプライアンス管理体制 

コンプライアンスを徹底するための具体的な手引として、当行グループのコンプライアンス方針を基に、日本の法規制にも準拠したコン

プライアンスマニュアル等を策定し、役職員に対するその内容の周知徹底を図っています。また銀行法や金融商品取引法をはじめと

する関係法の遵守はもとより、マネーローンダリング防止、外為法令等の遵守および反社会的勢力の排除を経営上の重要な課題と

して認識し、利益相反管理、その他各種リスク管理とともに、リスクの応じた取組を適切に行っています。 

 

社会貢献活動 

• ANZ の社会貢献活動は、事業戦略やブランドを支える構成要素の 1 つであるとともに、私たちが生活をしているそれぞれの地

域社会に対して社会の一員として企業責任を果たすものでもあります。ANZ グループの社会貢献活動は、教育・雇用機会の

創出、金融リテラシーの向上、サステナビリティ（持続可能な社会環境）の確保、都市・地方間の経済社会格差解消の各分

野に焦点をあてていますが、各国・地域の地域性や市場環境を考慮して柔軟に取り組んでいます。 

• 日本での取り組み：弊行では、金融機関が中心となって組織・運営している FIT チャリティーランを 2009 年から毎年支援をし

ています。他にも障害児施設支援でバザーなどのイベントサポートにボランティアとして参加したり、定期的に行内でリサイクル可能

な衣料品・玩具などを回収して養護施設や障害者施設に寄付したり、地域社会の一員として社会貢献活動に積極的に取り

組んでいます。 
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無登録格付に関する説明書 

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録制が導入されております。 

これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商品取引法により、無登録格付である旨及び登録

の意義等を顧客に告げなければならないこととされております。また、この告知義務は、銀行法により、銀行が行う外貨預金その他の特定預金等契約の締結の勧誘

に際して無登録格付業者が付与した格付を提供する場合にも準用されております。 

 

登録の意義について 

 

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務管理体制の整備義務、③格付対象の証券を保有してい

る場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、報告徴求・立入検査、業務改

善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督を受けておりません。 

 

格付会社について 

 

格付会社グループの呼称等について 

• 格付会社グループの呼称：S&P グローバル・レーティング（以下「S&P」と称します。） 

グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号：S&P グローバル・レーティング・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第 5号） 

• 信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

S&P グローバル・レーティング・ジャパン株式会社のホームページ 

（http://www.standardandpoors.co.jp）の「ライブラリ・規制関連」の「無登録格付け情報」 

（http://www.standardandpoors.co.jp/unregistered）に掲載されております。 

• 信用格付の前提、意義及び限界について 

S&P の信用格付は、発行体または特定の債務の将来の信用力に関する現時点における意見であり、発行体または特定の債務が債務不履行に陥る確率を

示した指標ではなく、信用力を保証するものでもありません。また、信用格付は、証券の購入、売却または保有を推奨するものでなく、債務の市場流動性や流

通市場での価格を示すものでもありません。信用格付は、業績や外部環境の変化、裏付け資産のパフォーマンスやカウンターパーティの信用力変化など、さまざ

まな要因により変動する可能性があります。S&P は、信頼しうると判断した情報源から提供された情報を利用して格付分析を行っており、格付意見に達するこ

とができるだけの十分な品質および量の情報が備わっていると考えられる場合にのみ信用格付を付与します。しかしながら、S&P は、発行体やその他の第三者か

ら提供された情報について、監査・デュー・デリジュエンスまたは独自の検証を行っておらず、また、格付付与に利用した情報や、かかる情報の利用により得られた

結果の正確性、完全性、適時性を保証するものではありません。さらに、信用格付によっては、利用可能なヒストリカルデータが限定的であることに起因する潜在

的なリスクが存在する場合もあることに留意する必要があります。 

• この情報は、2026 年 5月 31日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保証するものではありません。詳しく

は上記 S&P グローバル・レーティング・ジャパン株式会社のホームページをご覧ください。 

 

格付会社グループの呼称等について 

• 格付会社グループの呼称：ムーディーズ・インベスターズ・サービス（以下「ムーディーズ」と称します。） 

グループ内の信用格付業者の名称及び登録番号：ムーディーズ・ジャパン株式会社（金融庁長官（格付）第 2号） 

• 信用格付を付与するために用いる方針及び方法の概要に関する情報の入手方法について 

ムーディーズ・ジャパン株式会社のホームページ（ムーディーズ日本語ホームページ 

（http://www.moodys.com/pages/default_ja.aspx）の「信用格付事業」をクリックした後に表示されるページ）にある「無登録業者の格付の利用」

欄の「無登録格付説明関連」に掲載されております。 

• 信用格付の前提、意義及び限界について 

ムーディーズの信用格付は、事業体、与信契約、債務又は債務類似証券の将来の相対的信用リスクについての、現時点の意見です。ムーディーズは、信用リ

スクを、事業体が契約上・財務上の義務を期日に履行できないリスク及びデフォルト事由が発生した場合に見込まれるあらゆる種類の財産的損失と定義してい

ます。信用格付は、流動性リスク、市場リスク、価格変動性及びその他のリスクについて言及するものではありません。また、信用格付は、投資又は財務に関する

助言を構成するものではなく、特定の証券の購入、売却、又は保有を推奨するものではありません。ムーディーズは、いかなる形式又は方法によっても、これらの

格付若しくはその他の意見又は情報の正確性、適時性、完全性、商品性及び特定の目的への適合性について、明示的、黙示的を問わず、いかなる保証も

行っていません。ムーディーズは、信用格付に関する信用評価を、発行体から取得した情報、公表情報を基礎として行っております。ムーディーズは、これらの情

報が十分な品質を有し、またその情報源がムーディーズにとって信頼できると考えられるものであることを確保するため、全ての必要な措置を講じています。しかし、

ムーディーズは監査を行う者ではなく、格付の過程で受領した情報の正確性及び有効性について常に独自の検証を行うことはできません。 

• この情報は、2026 年 5月 31日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保証するものではありません。詳しく

は上記ムーディーズ・ジャパン株式会社のホームページをご覧ください。 

  



17  
 

全国銀行協会相談室 

• 全国銀行協会相談室は、銀行に関するさまざまなご相談やご照会、銀行に対するご意見・苦情を受け付けるための窓口として、全国銀行協会が運営していま

す。ご相談・ご照会等は無料です。詳しくは、一般社団法人全国銀行協会のホームページ（http://www.zenginkyo.or.jp/adr/）をご参照ください。 

• また、全国銀行協会相談室による苦情対応ではご納得いただけないお客さまや、相談室への苦情の申し出から 2 ヵ月を経過しても解決しないお客さまには、

「あっせん委員会」をご利用いただけます。詳しくは全国銀行協会相談室にお尋ねください。 

 

電話番号 ：0570-017109 または 03-5252-3772                                   

受付日        ：月～金曜（祝日および銀行の休業日を除く）                              

受付時間    ：午前 9時～午後 5 時 

一般社団法人全国銀行協会は銀行法および農林中央金庫法上の指定紛争解決機関です。  

 

免責事項 

本資料には将来の業績に関する記述が含まれております。こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、リスクと不確実性を内包するものであります。              

将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、目標対比変化し得ることに留意して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 8 年 6 月発行 

オーストラリア・ニュージーランド銀行  

［商号］オーストラリア・アンド・ニュージーランド・バンキング・グループ・リミテッド（銀行） 

〒100-6333  

東京都千代田区丸の内二丁目 4 番 1 号 丸の内ビルディング 33 階
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